
※印は実績値の減少によって達成率が向上するもの

事務事業評価シート
（　　　　　　　　作成）

１ 事務事業の基本事項 整理番号

担当部課
事務事業名

電話番号 内線

実施期間施策の大網 ～
総 合 計 画

政策（節）
基 本 計 画 その他の計画

施策（項）

予算事業名 予算事業番号

自治事務のうち義務的なもの 自治事務のうち任意のもの 法定受託事務
事 務 分 類

サービス提供 施設整備 許認可事務 補助金交付 施設維持管理 内部事務 その他

実 施 形 態 直営 全部委託 一部委託 補助・負担 ）その他（

事業開始の
背景・経緯

２ 事務事業の目的・内容

実 施 の 根 拠対 象
（法令・条例等）

目 的
（もたらそうと

する成果）

全体の事業
内 容

３ 事務事業の実施状況と成果

度の
実施内容

目標値の根拠・考え方区分 活 動 指 標 名 区 分 単位 (前年度値の場合は「前年度実績」)

目標値又は
前年度値

実績値①
達成率又は ％前年度比

目標値又は
前年度値

実

施

状

況

実績値②
達成率又は

％前年度比

目標値又は
前年度値

③ 実績値
達成率又は ％
前年度比

目標値又は
前年度値

④ 実績値
達成率又は

％前年度比

目標値の根拠・考え方区分 成 果 指 標 名 区 分 単位 (前年度値の場合は「前年度実績」)

目標値又は
前年度値

① 実績値

達成率又は
成

果

％前年度比

目標値又は
前年度値

② 実績値
達成率又は

％前年度比

無印は実績値の増大によって達成率が向上するもの

 令和 2年度 (令和 1年度分)
令和 2年 7月

411000-01-06

危機管理監 危機管理課消防団活動に関する事務
336404-2964-1111

06 安全で安心してくらせるまちづく 昭和41年 年

01 危機管理体制の充実

04 消防団体制の充実

消防団運営交付金等 1903 1904 1905 1906

■ □ □

□ □ □ □ ■□ ■

■ □ □ □ 交付金□

消防団は、自らの手で災害から郷土を守ろうとする精神に基づき組織され、地域住民の生命と財産を守るため昼
夜を問わず活動をしているボランティア団体である。入間市消防団は市内に7分団20部が配置され、水火災その
他のあらゆる災害の防ぎょと予防活動に当たっている。また、平時においては地域住民の安全を守るため火災予
防広報や防火指導並びに自然災害への警戒等を行い、地域住民と密着した活動を行なっている。

消防団員 消防組織法、消防法、入間市消防団条例、入
間市消防団規則

地域の消防防災活動上、重要な役割を果たしている消防団を魅力あるものとするとともに、青年層の確保を図る
ため処遇の改善を行う。また、消防団活動を通じて市民の防災意識の向上を図る。

・災害活動、演習訓練参加、火災予防広報、査察、特別警戒等の実施
・団員の処遇改善
・消防団運営にかかる費用の交付

2022

各種訓練参加（防災訓練等）、各消防団事業の実施（新入団員辞令交付式、特別点検、出初式、救助資機材検定令和 1年
等）、火災予防査察、火災予防広報、特別警戒等の実施

平成29年 平成30年 令和 1年 令和 2年

活動の状況 前年度実績      8,758      12,999       8,642人       9,917
（活動延べ人員）

     12,999人       9,917       8,642

     148.42       76.29       87.14

消防団事業参集人 前年度実績        410         378         382         384人
員 指標対象事業

人         378         382         384 ①特別点検
②出初め式

       92.2      101.06      100.52

                                            

                                 

                                 

                                            

                                 

                                 

平成29年 平成30年 令和 1年 令和 2年

団員の確保 団員定数        313         313         313         313人
実績値は１月１日現在の

        294人         287         291 ものです。

      93.93       91.69       92.97

女性団員の確保 女性団員定数         10人          10          10          10

          8          10          10人

         80         100         100



埼玉県入間市

４ 事業費

区 分

当 初 予 算 額
事業費

①決算（見込）額

一般職・労務職
従 事

嘱託・再任用
職員数人件費経

費

パ ー ト 等

人 件 費 ②

総 事 業 費 ③＝①＋②

国・県支出金 ④

その他特定財源 ⑤

特 定 財 源 ⑥＝④＋⑤

入間市年間負担額 ③－⑥

⑦指標名効率性
指　標 ③÷⑦コスト

備 考

５ 事務事業の評価
◆１次評価

必 要 性 有 効 性 効 率 性
個

別

評

価

必要不可欠 大変有効である 向上

有効である やや向上高い
普通 変わらない普通

やや悪化あまり有効でないやや低い
悪化有効でない低い

評 価 今 後 の 方 向 性総

合

的

評

価

充実
継続
縮小

廃止・休止
完了・終了

改 善 の 評 価

改善できた

やや改善できた

改善できなかった

改

善

課

題

◆２次評価

今 後 の 方 向 性 具 体 的 内 容総

合

的

評

価

充実

継続

縮小

廃止・休止

平成29年 平成30年 令和 1年 令和 2年

     26,726 千円     30,669 千円      26,623 千円      32,027 千円

     24,510 千円      25,315 千円     29,782 千円

        1.5 人　       1.63 人　        1.15 人　

          0 人　           0           0人　 人　

          0 人　 人　          0           0 人　

     15,047 千円       8,718 千円      11,497 千円

     44,829 千円      33,228 千円      36,812 千円

          0 千円           0 千円           0 千円

          0 千円           0 千円           0 千円

          0 千円          0 千円           0 千円

     36,812 千円     44,829 千円      33,228 千円

団員数         280 人         287 人         291 人

団員１人当たり     160,103 円     115,777 円     126,501 円

□ □□
■ □■
□ ■□

□□□
□□□

■団員による新人団員の勧誘活動や積極的な広報活動等により、例年並みの団員を確保してい
□る。
□また、「消防団の装備の基準」に基づき、計画的に消防団活動に必要な資機材の配備を進め

た。 □
□

令和 1年度の取り組み課題

非常備消防力の強化のため、消防団活動の啓発や団員募集等のＰＲを引き続き実施する。ま
□た、「消防団の装備の基準」に基づき、装備の的確な配備計画を行うとともに、準中型自動

車免許等を取得する団員に対し補助金を交付することにより、消防団活動の円滑な遂行並び ■
に消防力の充実及び強化を図る。 □

令和 2年度の取り組み課題

非常備消防力の強化のため、消防団活動の啓発や団員募集等のＰＲを引き続き実施する。また、「消防団の装備の基準」
に基づき、装備の的確な配備計画を行うとともに、準中型自動車免許等を取得する団員に対し補助金を交付することによ
り、消防団活動の円滑な遂行並びに消防力の充実及び強化を図る。

令和 3年度の取り組み課題

非常備消防力の強化のため、消防団活動の啓発や団員募集等のＰＲを引き続き実施する。また、「消防団の装備の基準」
に基づき、装備の的確な配備計画を行うとともに、準中型自動車免許等を取得する団員に対し補助金を交付することによ
り、消防団活動の円滑な遂行並びに消防力の充実及び強化を図る。

地域の消防力・防災力を高めるためには必要不可欠な団体であり、運営を支援することは重■
要である。全国的に消防団員が減少する中で、定員の９３％を確保し、女性団員も確保して□
いることは評価できる。また、広域化されている消防と市と団との連携を図るとともに、装□
備の的確な配備を続けることなどにより、地域の消防力・防災力を維持する体制整備が必要

□ である。


